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 1.1 本論文の目的 
 1.2 本論文の意義 
 1.3 本論文の構成 
第Ⅰ部 M&Aと経営者行動 
第２章 敵対的 TOBが経営者行動と情報開示に与える影響（Ⅰ） 
 2.1 はじめに 
  2.2 先行研究  
  2.3 モデル 
 2.3.1 タイムライン 
 2.3.2 企業価値 
 2.3.3 TOBの価格 
 2.3.4 均衡の条件 
 2.3.5 分析 
  2.4 総括と今後の課題 
第３章 敵対的 TOBが経営者行動と情報開示に与える影響（Ⅱ） 
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  3.1 はじめに 
  3.2 先行研究 
 3.3 モデル 
  3.3.1 企業（経営者） 
  3.3.2 敵対的買収者 
 3.3.3 TOBの価格 
 3.3.4 ファーストベスト 
 3.3.5 セカンドベスト 
  3.4 総括と今後の課題 
第４章 のれんの償却と減損についての分析的考察 
  4.1 はじめに 
  4.2 先行研究 
  4.3 分析モデル 
   4.3.1 分析モデルの設定 
   4.3.2 完全情報の場合 
   4.3.3 不完全情報の場合 
   4.3.4 減損を導入した場合の最適償却率 
  4.4 売却価値を導入した場合の分析モデル 
  4.5 総括と今後の課題 
第Ⅱ部 M&Aと企業評価  
第５章 M&Aは何によって促進されるのか 
  5.1 はじめに 
  5.2 先行研究 
  5.2.1 Ｑ仮説 






  6.4.1 サンプルの正確 
  6.4.2 買い手企業とターゲット企業の B/Pと V/P 
  6.4.3 買い手企業とターゲットの株主リターン 
  6.4.4 取引種別による性質と株主リターンの違い 











  8.1 はじめに 
  8.2 先行研究 
  8.3 モデル 
   8.3.1 モデルの設定 
   8.3.2 ナッシュ交渉解 
   8.3.3 ナッシュ交渉解が成立しない場合 
    8.3.4 合併、株式交換の場合 
   8.4 総括と今後の課題   
第９章 結論と今後の研究 
 9.1 本論文の要約 
 9.1.1 第Ⅰ部の要約 
 9.1.2 第Ⅱ部の要約 
 9.1.3 補論の要約 
 9.2 本論文の発見事項と結論 
 9.2.1  M&Aと経営者行動 
 9.2.2 M&Aと企業評価 
 9.2.3 補論 
9.3 今後の研究課題 
 9.3.1  M&Aと経営者行動 
 9.3.2 M&Aと企業評価 
 9.3.3 補論 
補論 株式市場の評価 
1．Ｍ＆Ａの短期株価効果に関する検証－2000年から 2007年のＭ＆Ａ取引の実証分析－ 
  1.1 はじめに 
  1.2 先行研究 
  1.3 リサーチデザイン 
   1.3.1 仮説の設定 
   1.3.2 サンプル 
   1.3.3 実証の方法 
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  1.4 実証結果 
   1.4.1 仮説１の検証 
   1.4.2 仮説２の検証 
   1.4.3 仮説３の検証 
  1.5 総括と今後の課題 
２．Ｍ＆Ａの取引発表での株式市場の反応に関する分析―出来高反応の実証分析― 
 2.1 はじめに 
 2.2 先行研究 
 2.2.1 株価効果に関する先行研究 
 2.2.2 出来高に関する先行研究 
 2.2.3 出来高反応の方向に関する先行研究 
 2.3 リサーチデザイン 
 2.4 実証結果 
   2.4.1 出来高の実証 
  2.4.2 異常出来高反応の方向の実証結果 






 第 1章「本論文の目的、意義、構成」については、前述された通りである。 











第 3 章「敵対的 TOB が経営者行動と情報開示に与える影響（Ⅱ）」は Sharfstein(1988)























































は Shleifer and Vishny(2003)のモデルに基づいており、オリジナルな命題の導出は行われ
ていない。 
第 6 章「日本の M&A の支払手段と買収価格：Ｑ理論か、株価誘因か？」では、第 5 章
での理論的な裏付けのもとで、日本のM&Aにおける買収対価の支払手段が自社株式か現金
かの決定および買収プレミアムの決定が、Ｑ理論（Brainard and Tobin (1968), Lang, Stulz, 
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